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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 営業収益には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)を含んでいない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

３ 従業員数は就業人員数を表示している。 

  

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等       

営業収益 (百万円) 29,788 35,848 33,357 86,849 75,299

経常利益 (百万円) 1,431 3,190 3,816 8,693 8,085

中間(当期)純利益 (百万円) 815 1,868 2,222 5,114 3,805

純資産額 (百万円) 29,025 35,139 34,441 33,433 32,834

総資産額 (百万円) 176,050 166,232 185,203 171,681 187,975

１株当たり純資産額 (円) 506.24 613.07 601.00 583.23 572.91

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 14.23 32.60 38.78 89.21 66.39

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.5 21.1 18.6 19.5 17.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △7,651 △4,096 △13,820 16,387 △3,459

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 34 △926 △2,956 △927 △1,787

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,515 2,847 13,884 △10,768 3,099

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 2,441 8,059 5,195 10,235 8,087

従業員数 (人) 707 728 764 710 735

(2) 提出会社の経営指標等     

営業収益 (百万円) 25,873 32,501 28,955 77,494 66,974

経常利益 (百万円) 1,416 2,909 3,477 7,152 7,142

中間(当期)純利益 (百万円) 810 1,803 2,130 4,223 3,346

資本金 (百万円) 12,264 12,264 12,264 12,264 12,264

発行済株式総数 (千株) 57,370 57,370 57,370 57,370 57,370

純資産額 (百万円) 30,288 35,449 34,272 33,810 32,756

総資産額 (百万円) 174,472 164,483 181,837 171,332 184,501

１株当たり純資産額 (円) 528.27 618.46 598.05 589.81 571.56

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 14.14 31.47 37.18 73.67 58.38

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 7.00 7.00

自己資本比率 (％) 17.4 21.6 18.8 19.7 17.8

従業員数 (人) 257 250 276 250 254



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はない。 

また、主要な関係会社についても異動はない。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

不動産販売事業 101 

不動産賃貸事業 55 

不動産斡旋事業 473 

その他の事業 61 

管理部門 74 

合計 764 

従業員数(人) 276 



第２ 【事業の状況】 

「第２ ［事業の状況］」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、好調な企業収益に支えられた設備投資の増加や雇用情勢の改善を反映した

個人消費などに支えられ、拡大傾向で推移した。 

不動産業界においては、マンション販売市場は、大型物件を中心とする高水準の供給は続いているが、団塊ジュ

ニア層やシニア層の需要は依然として根強く、販売状況は好調に推移してきた。また、中古住宅流通市場は、地価

上昇の影響により取引が活発となり、順調に推移した。賃貸ビル市場では、企業業績の回復を背景にオフィス需要

がさらに拡大し、都心新築大型ビルに続いて既存ビルにおいても空室率の回復と賃料の上昇傾向が鮮明になってき

た。 

このような状況のもと、当社グループは、当期で最終期となる中期経営計画(平成16－18年度)に基づき、全事業

領域における収益力の向上と、経営基盤のさらなる強化を推進してきた。 

この結果、当中間連結会計期間の業績については、営業収益333億５千７百万円(前年同期比7.0％減)、経常利益

38億１千６百万円(前年同期比19.6％増)、中間純利益22億２千２百万円(前年同期比18.9％増)を計上することがで

きた。 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。 

  

(不動産販売事業) 

地価上昇の影響により事業用地取得競争が激化しているが、お客様のニーズにきめ細かく対応した商品性の高

い住宅を提供することにより同業他社との差別化を図ってきた。当中間連結会計期間は、「オーベルグランディ

オ湘南平塚」(平塚市)・「オーベル元住吉プレクシード」(川崎市)・「オーベル柏の葉ヒルズ壱番館」(柏市)な

どの分譲マンション等を販売したが、営業収益は226億７千２百万円(前年同期比14.7％減)となった。 

  

(不動産賃貸事業) 

企業のオフィス需要の拡大に合わせて、保有オフィスビルの入居率向上に努めるとともに、さらなるテナント

サービスの向上を図ってきた結果、当中間連結会計期間の営業収益は52億５千万円(前年同期比5.2％増)を計上し

た。 

  

(不動産斡旋事業) 

不動産取引形態の変化に対応すべく、信託受益権売買の仲介や開発型証券化事業に絡んだ仲介等、新たな営業

手法や取引先等を開拓してきた結果、当中間連結会計期間の営業収益は42億４千５百万円(前年同期比38.0％増)

を計上した。 

  



(その他の事業) 

不動産鑑定、保険代理業ならびにリフォーム事業などにおいては、企画提案力のレベルアップや新規取引先の

開拓に努めるなど、一定の収益が確保できる体制を目指して営業活動を行ってきたが、当中間連結会計期間の営

業収益は11億８千８百万円(前年同期比1.5％減)となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は51億９千５百万円となり、前連結会計

年度に比べ28億９千２百万円の減少(前期比35.8％減)となった。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の減少は138億２千万円(前年同期比△97億２千４百万円)となった。これは主に当社グルー

プの堅調な営業活動による資金の増加があったものの、仕入債務の支払いなどによる資金の大幅な減少があった

ためである。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金の減少は29億５千６百万円(前年同期比△20億２千９百万円)となった。これは主に投資有

価証券の取得による資金の減少があったためである。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金の増加は138億８千４百万円(前年同期比＋110億３千６百万円)となった。これは主に借入

金による資金の増加があったためである。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はない。 

  

(2) 受注実績 

該当事項はない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

不動産販売事業 22,672 △14.7 

不動産賃貸事業 5,250 5.2 

不動産斡旋事業 4,245 38.0 

その他の事業 1,188 △1.5 

合計 33,357 △7.0 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はな

い。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 130,000,000

計 130,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 57,370,059 57,370,059
東京証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 57,370,059 57,370,059 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

― 57,370,059 ― 12,264 ― 5,238



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 上記「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含まれている。 

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式200株が含まれている。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大成建設株式会社 東京都新宿区西新宿１―25―１ 35,175 61.31

米 山 鐘 秀 東京都港区 2,402 4.19

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 1,454 2.53

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海１―８―12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟 

1,348 2.35

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４) 

東京都中央区晴海１―８―11 1,254 2.19

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー  
505019 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.0.BOX 518 
IFSC DUBLIN, IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６―７) 

978 1.70

クレディエットバンク エスエ
イ ルクセンブルジョワーズ－
シリウス ファンド－ジャパン 
オパチュニティズ サブ ファン
ド 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

43 BOULEVARD ROYAL L-2955 LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋兜町６―７) 

842 1.47

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２―２―１ 750 1.31

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 672 1.17

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社東京支店) 

133  FLEET  STREET  LONDON  EC4A  2BB, 
U.K 
(東京都港区六本木６―10―１ 
六本木ヒルズ森タワー) 

537 0.94

計 ― 45,412 79.16

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― ― 
普通株式 63,000

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

57,129,000 
57,129 ― 

単元未満株式 
普通株式 

178,059 
― ― 

発行済株式総数 57,370,059 ― ― 

総株主の議決権 ― 57,129 ― 



② 【自己株式等】 

  
平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
有楽土地株式会社 

東京都中央区京橋３－13－１ 63,000 ― 63,000 0.1

計 ― 63,000 ― 63,000 0.1

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 839 800 654 626 805 796

最低(円) 757 640 530 530 528 703



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

いる。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表並びに当

中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

 １ 現金及び預金    8,169 5,245  8,137 

 ２ 未収入金    373 669  296 

 ３ たな卸資産 ※４  43,490 64,305  66,493 

 ４ その他    2,478 2,898  2,803 

   貸倒引当金    △0 △0  △0 

   流動資産合計    54,512 32.8 73,118 39.5  77,730 41.4

Ⅱ 固定資産         

 １ 有形固定資産 ※１       

  (1) 建物及び構築物 ※2.4 30,662   28,739 29,494   

  (2) 土地 ※2.4 71,947   71,017 71,018   

  (3) その他   393 103,003 62.0 388 100,145 54.0 382 100,895 53.7

 ２ 無形固定資産    1,064 0.6 1,062 0.6  1,063 0.5

 ３ 投資その他の資産         

  (1) 長期保証金   3,563   3,146 3,426   

  (2) その他 ※２ 4,363   8,233 5,326   

    貸倒引当金   △275 7,651 4.6 △502 10,877 5.9 △466 8,285 4.4

   固定資産合計    111,719 67.2 112,084 60.5  110,244 58.6

   資産合計    166,232 100.0 185,203 100.0  187,975 100.0

          



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

 １ 支払手形    1,602 1,903  17,017 

 ２ 短期借入金 ※２  65,282 64,250  64,660 

 ３ 未払金    1,377 400  1,084 

 ４ その他    9,129 10,548  13,339 

   流動負債合計    77,391 46.6 77,102 41.6  96,101 51.1

Ⅱ 固定負債         

 １ 長期借入金 ※２  37,460 53,040  38,340 

 ２ 退職給付引当金    2,167 2,072  2,136 

 ３ 役員退職慰労引当金    96 170  133 

 ４ 預り保証金敷金 ※２  13,185 13,035  13,130 

 ５ その他    791 5,340  5,298 

   固定負債合計    53,700 32.3 73,659 39.8  59,039 31.4

   負債合計    131,092 78.9 150,761 81.4  155,140 82.5

(少数株主持分)         

  少数株主持分    ― ― ― ―  ― ―

(資本の部)         

Ⅰ 資本金    12,264 7.4 ― ―  12,264 6.5

Ⅱ 資本剰余金    5,238 3.1 ― ―  5,238 2.8

Ⅲ 利益剰余金    15,836 9.5 ― ―  17,826 9.5

Ⅳ 土地再評価差額金    1,143 0.7 ― ―  △3,461 △1.8

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    672 0.4 ― ―  986 0.5

Ⅵ 自己株式    △15 △0.0 ― ―  △20 △0.0

   資本合計    35,139 21.1 ― ―  32,834 17.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計    166,232 100.0 ― ―  187,975 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

 １ 資本金    ― ― 12,264 6.6   ― ―

 ２ 資本剰余金    ― ― 5,239 2.8   ― ―

 ３ 利益剰余金    ― ― 19,648 10.6   ― ―

 ４ 自己株式    ― ― △24 △0.0   ― ―

株主資本合計    ― ― 37,127 20.0   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

 １ その他有価証券 
   評価差額金    ― ― 794 0.5   ― ―

 ２ 繰延ヘッジ損益    ― ― △19 △0.0   ― ―

 ３ 土地再評価差額金    ― ― △3,461 △1.9   ― ―

   評価・換算差額等 
   合計    ― ― △2,686 △1.4   ― ―

   純資産合計    ― ― 34,441 18.6   ― ―

   負債純資産合計    ― ― 185,203 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円)

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 営業収益    35,848 100.0 33,357 100.0  75,299 100.0

Ⅱ 営業原価    28,283 78.9 25,065 75.1  58,330 77.5

営業総利益    7,565 21.1 8,291 24.9  16,969 22.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  3,687 10.3 3,623 10.9  7,283 9.7

営業利益    3,877 10.8 4,668 14.0  9,685 12.8

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   3   95 7   

２ 受取配当金   6   6 7   

３ その他   7 17 0.1 5 107 0.3 25 41 0.1

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   701   826 1,432   

２ 支払手数料   ―   130 ―   

３ その他   4 705 2.0 0 958 2.9 209 1,642 2.2

経常利益    3,190 8.9 3,816 11.4  8,085 10.7

Ⅵ 特別利益         

１ 貸倒引当金戻入額   7   9 9   

２ 前期損益修正益   14   ― 14   

３ 投資有価証券売却益   ―   1 ―   

４ その他   ― 21 0.1 ― 10 0.0 0 24 0.1

Ⅶ 特別損失         

１ 貸倒引当金繰入額   6   45 6   

２ 固定資産売却損 ※２ 27   ― 27   

３ 固定資産除却損   11   3 ―   

４ ゴルフ会員権評価損   ―   10 ―   

５ その他   1 47 0.2 ― 58 0.1 1,090 1,124 1.5

税金等調整前中間 
(当期)純利益    3,164 8.8 3,768 11.3  6,984 9.3

法人税、住民税及
び事業税   1,015   1,459 3,031   

法人税等調整額   280 1,295 3.6 86 1,546 4.6 148 3,179 4.2

中間(当期)純利益     1,868 5.2 2,222 6.7 3,805 5.1

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,238 5,238

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

5,238 5,238

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 14,364 14,364

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 中間(当期)純利益 1,868 3,805  

２ 土地再評価差額金取崩額 4 1,873 58 3,863

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 配当金 401 401 401 401

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

15,836 17,826

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 12,264 5,238 17,826 △20 35,309 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注) ― ― △401 ― △401 

 中間純利益 ― ― 2,222 ― 2,222 

 自己株式の取得 ― ― ― △3 △3 

 自己株式の処分 ― 0 ― 0 0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― 0 1,821 △3 1,818 

平成18年９月30日残高(百万円) 12,264 5,239 19,648 △24 37,127 

項目 

評価・換算差額等 
純資産合計 

その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金

評価・換算差額等 
合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 986 ― △3,461 △2,475 32,834 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― △401 

 中間純利益 ― ― ― ― 2,222 

 自己株式の取得 ― ― ― ― △3 

 自己株式の処分 ― ― ― ― 0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △191 △19 ― △211 △211 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △191 △19 ― △211 1,607 

平成18年９月30日残高(百万円) 794 △19 △3,461 △2,686 34,441 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 3,164 3,768 6,984

減価償却費  815 795 1,635

退職給付引当金の減少額  △4 △64 △35

貸倒引当金の増加・減少 
(△)額 

 △5 35 187

受取利息及び受取配当金  △9 △101 △15

支払利息  701 826 1,432

売上債権の減少・増加 
(△)額 

 180 △373 257

たな卸資産の減少・ 
増加(△)額 

 1,922 2,188 △20,447

仕入債務の増加・減少 
(△)額 

 △2,228 △15,605 13,004

前受金・前受収益の減少額  △2,258 △1,603 △150

預り金の減少額  △3,080 △387 △2,355

その他  △8 △508 955

小計  △811 △11,029 1,452

利息及び配当金の受取額  9 101 15

利息の支払額  △691 △774 △1,438

法人税等の支払額  △2,602 △2,118 △3,489

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,096 △13,820 △3,459

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有価証券・投資有価証券の 
取得による支出 

 △125 △3,120 △770

有価証券・投資有価証券の 
売却等による収入 

 115 3 115

有形固定資産の 
取得による支出 

 △416 △52 △804

有形固定資産の 
売却による収入 

 21 ― 21

預り保証金敷金の支出  △2,121 △1,731 △2,776

預り保証金敷金の収入  1,588 1,655 2,193

差入保証金敷金の支出  △109 △151 △169

差入保証金敷金の収入  100 430 297

その他  21 9 106

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △926 △2,956 △1,787



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入れによる収入  18,300 58,920 61,020

短期借入金の 
返済による支出 

 △17,950 △40,970 △63,230

長期借入れによる収入  12,300 22,500 26,800

長期借入金の 
返済による支出 

 △9,401 △26,160 △21,083

配当金の支払額  △398 △402 △399

その他  △2 △3 △7

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,847 13,884 3,099

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
減少額 

 △2,175 △2,892 △2,147

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 10,235 8,087 10,235

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 8,059 5,195 8,087

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 １社 

  連結子会社名 

   有楽土地住宅販売㈱ 

(1) 連結子会社の数 １社 

  連結子会社名 

   有楽土地住宅販売㈱ 

(1) 連結子会社の数 １社 

  連結子会社名 

   有楽土地住宅販売㈱ 

  (2) 非連結子会社名 

   なし 

(2) 非連結子会社名 

   なし 

(2) 非連結子会社名 

   なし 

  

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用会社 なし 

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社の名称 

   非連結子会社 

    なし 

   関連会社  

㈱千葉センシティ 

  持分法を適用しない理

由 

    持分法非適用会社

は、中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であ

り、かつ全体として

も重要性がないた

め、持分法を適用し

ていない。 

(1) 持分法適用会社 なし 

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社の名称 

   非連結子会社 

    なし 

   関連会社  

㈱千葉センシティ 

  持分法を適用しない理

由 

    同左 

  

(1) 持分法適用会社 なし 

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社の名称 

   非連結子会社 

    なし 

   関連会社  

㈱千葉センシティ 

  持分法を適用しない理

由 

    持分法非適用会社

は、当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であ

り、かつ全体として

も重要性がないた

め、持分法を適用し

ていない。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と同一

である。 

    同左  連結子会社の決算日は、

連結決算日と同一である。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① たな卸資産 

   個別法による原価法 

    当社は、不動産の

うち工期が３年以上

にわたり、かつ総事

業費100億円以上の

開発物件に限り、工

事着工時より工事完

成時までの借入金利

息を取得原価に計上

することとしてい

る。 

    ただし、当中間連

結会計期間におい

て、対象となる不動

産はない。 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① たな卸資産 

   個別法による原価法 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

     

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① たな卸資産 

   個別法による原価法 

    当社は、不動産の

うち工期が３年以上

にわたり、かつ総事

業費100億円以上の

開発物件に限り、工

事着工時より工事完

成時までの借入金利

息を取得原価に計上

することとしてい

る。 

    ただし、当連結会

計年度において、対

象となる不動産はな

い。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ② 有価証券 

   満期保有目的の債券 

   …償却原価法 

    (定額法) 

 ② 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    同左 

 ② 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    同左 

  

     その他有価証券 

   (時価のあるもの) 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

   その他有価証券 

   (時価のあるもの) 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

   その他有価証券 

   (時価のあるもの) 

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

     (時価のないもの) 

   …移動平均法による

原価法 

   (時価のないもの) 

    同左 

   (時価のないもの) 

    同左 

   ③ デリバティブ 

   …時価法 

 ③ デリバティブ 

    同左 

 ③ デリバティブ 

    同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   …定額法 

    なお、耐用年数及

び残存価額につい

ては、法人税法に

規定する方法と同

一の基準によって

いる。 

 ② 無形固定資産 

   …定額法 

    なお、耐用年数に

ついては、法人税

法に規定する方法

と同一の基準によ

っている。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

    同左 

  

  

  

  

  

  

 ② 無形固定資産 

    同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

    同左 

  

  

  

  

  

  

 ② 無形固定資産 

    同左 

  

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   …債権の貸倒れによ

る損失に備えるた

め、一般債権につ

いては貸倒実績率

により、貸倒懸念

債権等特定の債権

については個別に

回収可能性を検討

し、回収不能見込

額を計上してい

る。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

    同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

    同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ② 退職給付引当金 

   …従業員の退職給付

に備えるため、当

連結会計年度末に

おける退職給付債

務及び年金資産の

見込額に基づき、

当中間連結会計期

間末において発生

していると認めら

れる額を計上して

いる。数理計算上

の差異は、各連結

会計年度の発生時

における従業員の

平均残存勤務期間

以内の一定の年数

(10年)による定率

法により、それぞ

れ発生の翌連結会

計年度から費用処

理することとして

いる。 

 ② 退職給付引当金 

    同左 

 ② 退職給付引当金 

   …従業員の退職給付

に備えるため、当

連結会計年度末に

おける退職給付債

務及び年金資産の

見込額に基づき計

上している。数理

計算上の差異は、

各連結会計年度の

発生時における従

業員の平均残存勤

務期間以内の一定

の年数(10年)によ

る定率法により、

それぞれ発生の翌

連結会計年度から

費用処理すること

としている。 

   ③ 役員退職慰労引当金 

   …役員の退職慰労金

の支払いに備える

ため、内規に基づ

く中間期末要支給

額を計上してい

る。 

 ③ 役員退職慰労引当金 

    同左 

 ③ 役員退職慰労引当金 

   …役員の退職慰労金

の支払いに備える

ため、内規に基づ

く期末要支給額を

計上している。 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

   リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っている。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

    同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

    同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を

採用している。な

お、特例処理の要件

を満たしている金利

スワップ取引は特例

処理を採用してい

る。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

    金利変動リスクに

さらされている借入

金のリスクを回避す

る目的で金利スワッ

プを用いている。 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

    同左 

  

  

  

  

  

  

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

    同左 

  

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

    同左 

  

  

  

  

  

  

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

    同左 

  

  



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ③ ヘッジ方針 

    リスク管理方針に

関する内部規程に基

づき、金利変動リス

クを回避する目的及

び金融費用を低減す

る目的に限りデリバ

ティブ取引を利用し

ている。 

 ③ ヘッジ方針 

    同左 

  

 ③ ヘッジ方針 

    同左 

  

   ④ ヘッジの有効性評価

の方法 

    ヘッジ手段とヘッ

ジ対象の時価変動額

比率によって有効性

を評価し、６ヶ月毎

に有効性の検証を実

施している。 

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法 

    同左 

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法 

    同左 

  (6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜方

式によっている。ま

た、当中間連結会計期

間の負担すべき消費税

等は、期間費用に計上

している。なお、固定

資産に係る控除対象外

の長期前払消費税等

は、５年間で均等償却

を行っている。 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

  消費税等の会計処理 

    同左 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜方

式によっている。ま

た、当連結会計年度の

負担すべき消費税等

は、期間費用に計上し

ている。なお、固定資

産に係る控除対象外の

長期前払消費税等は、

５年間で均等償却を行

っている。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ている。 

    同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日

の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなってい

る。 



会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員会

企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準委員会 企業

会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日)を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は34,461百万円である。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部は、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成している。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間連結損益計算書） 

従来、営業外収益の「その他」に含めて表示していた

「受取配当金」(前中間連結会計期間５百万円)は、営業

外収益の総額の100分の10を超えたため、当中間連結会

計期間から区分掲記することに変更した。 

――――― 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

従来、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示していた「前受金・前受収益の増加

額」(前中間連結会計期間1,606百万円)及び「預り金の

減少額」(前中間連結会計期間921百万円)は、金額的重

要性が増したため、当中間連結会計期間から区分掲記す

ることに変更した。 

  

――――― (中間連結損益計算書) 

従来、営業外費用の「その他」に含めて表示していた

「支払手数料」(前中間連結会計期間３百万円)は、営業

外費用の総額の100分の10を超えたため、当中間連結会

計期間から区分掲記することに変更した。 

   従来、特別損失の「その他」に含めて表示していた

「ゴルフ会員権評価損」(前中間連結会計期間１百万円)

は、特別損失の100分の10を超えたため、当中間連結会

計期間から区分掲記することに変更した。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

17,733百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

19,240百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

18,493百万円 

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであ

る。 

  (1) 担保に供している資産 

百万円 

 建物及び構築物 9,217

 土地 15,880

 計 25,097

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであ

る。 

  (1) 担保に供している資産 

百万円 

 建物及び構築物 8,662

 土地 15,880

 計 24,542

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであ

る。 

  (1) 担保に供している資産 

百万円 

 建物及び構築物 8,942 

 土地 15,880 

 計 24,822 

  (2) 担保付債務 

百万円 

 短期借入金 112

 長期借入金 600

 預り保証金敷金 416

 計 1,128

  (2) 担保付債務 

百万円 

 短期借入金 112

 長期借入金 488

 預り保証金敷金 416

 計 1,016

  (2) 担保付債務 

百万円 

 短期借入金 112 

 長期借入金 544 

預り保証金敷金 416 

 計 1,072 

  (3) 上記のほか宅地建物取引営

業保証金供託等として投資有

価証券260百万円を担保とし

て差入れている。 

  (3) 上記のほか宅地建物取引営

業保証金供託等として投資有

価証券265百万円を担保とし

て差入れている。 

  (3) 上記のほか宅地建物取引営

業保証金供託等として投資有

価証券265百万円を担保とし

て差入れている。 

 ３ 偶発債務 

  保証債務       百万円 

(1) 住宅ローン保証 90

(2) 従業員住宅購入資金 62

(3) 従業員一般ローン 
  保証 

127

 計 280

 ３ 偶発債務 

  保証債務       百万円 

(1) 住宅ローン保証 54

(2) 従業員住宅購入資金 37

(3) 従業員一般ローン
  保証 

113

 計 206

 ３ 偶発債務 

  保証債務       百万円 

(1) 住宅ローン保証 38

(2) 従業員住宅購入資金 48

(3) 従業員一般ローン 
  保証 

122

 計 209

※４    ――――― ※４    ――――― ※４ 固定資産からたな卸資産への

振替 

   当連結会計年度において固定

資産から建物358百万円、土

地518百万円をたな卸資産へ

振替えている。 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳 

百万円 

広告宣伝費 1,559

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳 

百万円 

広告宣伝費 1,684

給与手当賞与 364

役員退職慰労
引当金繰入額 

37

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳 

百万円 

広告宣伝費 3,204 

給与手当賞与 738 

支払手数料 121 

退職給付費用 40 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

63 

※２ 固定資産売却損の内容は、次

のとおりである。 

建物及び構築物 3百万円

土地 24 

計 27 

※２    ――――― ※２ 固定資産売却損の内容は、次

のとおりである。 

建物及び構築物 3百万円

土地 24 

計 27 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加  5,355株 

減少数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買増請求による減少  975株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はない。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

 該当事項はない。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 57,370,059 ― ― 57,370,059 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 58,820 5,355 975 63,200 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 401 7 平成18年３月31日 平成18年６月26日 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び預金勘定 8,169百万円

 預入期間が３ヶ月 
 を超える定期預金 

△110百万円

 現金及び現金 
 同等物 

8,059百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び預金勘定 5,245百万円

 預入期間が３ヶ月
 を超える定期預金

△50百万円

 現金及び現金
 同等物 

5,195百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

 現金及び預金勘定 8,137百万円

預入期間が３ヶ月 
 を超える定期預金 

△50百万円

現金及び現金
 同等物 

8,087百万円



(リース取引関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

  

取得価額 
  

相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他 

61 25 36

 合計 61 25 36

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
同左 

  

取得価額
  

相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他 

59 30 28

 合計 59 30 28

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

取得価額 
  

相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定
資産 
その他 

54 23 30 

合計 54 23 30 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  
(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

 １年内 14百万円

 １年超 21百万円

 合計 36百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  
同左 

 １年内 14百万円

 １年超 14百万円

 合計 28百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

  
(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。 

 １年内 13百万円

 １年超 17百万円

 合計 30百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(1) 借主側 

未経過リース料 

(2) 貸主側 

未経過リース料 

 １年内 1,056百万円

 １年超 5,259百万円

 合計 6,316百万円

 １年内 725百万円

 １年超 6,969百万円

 合計 7,695百万円

２ オペレーティング・リース取引 

(1) 借主側 

未経過リース料 

(2) 貸主側 

未経過リース料 

 １年内 783百万円

 １年超 4,592百万円

 合計 5,375百万円

 １年内 752百万円

 １年超 6,448百万円

 合計 7,201百万円

２ オペレーティング・リース取引 

(1) 借主側 

未経過リース料 

(2) 貸主側 

未経過リース料 

 １年内 904百万円

 １年超 4,984百万円

 合計 5,888百万円

 １年内 714百万円

 １年超 6,612百万円

 合計 7,327百万円

  (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ている。 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ている。 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債 260 258 △1

合計 260 258 △1

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 393 1,526 1,133

合計 393 1,526 1,133

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 208

 その他 360

関係会社株式 86

合計 654



当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債 265 262 △2

合計 265 262 △2

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 391 1,731 1,339

合計 391 1,731 1,339

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 208

 匿名組合出資金 4,120

関係会社株式 86

合計 4,414



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債 265 259 △5

合計 265 259 △5

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 393 2,055 1,662

合計 393 2,055 1,662

  
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 208

 匿名組合出資金 1,000

関係会社株式 86

合計 1,294



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

 該当事項はない。 

 なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いている。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

 該当事項はない。 

 なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いている。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

 該当事項はない。 

 なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いている。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はない。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
不動産 
販売事業 
(百万円) 

不動産 
賃貸事業 
(百万円) 

不動産
斡旋事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 営業収益及び営業損益       

営業収益       

(1) 外部顧客に対する 
営業収益 

26,573 4,991 3,077 1,206 35,848 ― 35,848

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

― 23 685 32 741 (741) ―

計 26,573 5,014 3,762 1,239 36,589 (741) 35,848

営業費用 24,313 3,512 3,274 726 31,826 144 31,970

営業利益 2,259 1,501 488 512 4,763 (885) 3,877

  
不動産 
販売事業 
(百万円) 

不動産 
賃貸事業 
(百万円) 

不動産
斡旋事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 営業収益及び営業損益       

営業収益       

(1) 外部顧客に対する 
営業収益 

22,672 5,250 4,245 1,188 33,357 ― 33,357

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

― 22 636 8 667 (667) ―

計 22,672 5,273 4,882 1,196 34,024 (667) 33,357

営業費用 20,761 3,621 3,522 666 28,572 116 28,688

営業利益 1,911 1,651 1,359 530 5,452 (784) 4,668

  
不動産 
販売事業 
(百万円) 

不動産 
賃貸事業 
(百万円) 

不動産
斡旋事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 営業収益及び営業損益       

営業収益       

(1) 外部顧客に対する 
営業収益 

55,660 10,205 6,845 2,587 75,299 ― 75,299

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

― 46 1,510 104 1,661 (1,661) ―

計 55,660 10,252 8,356 2,692 76,961 (1,661) 75,299

営業費用 50,095 7,381 6,684 1,426 65,588 25 65,614

営業利益 5,564 2,871 1,671 1,265 11,373 (1,687) 9,685



  
(注) １ 事業区分は、営業収益集計区分によっている。 

２ 各事業の主要な内容 

(1) 不動産販売事業……マンション・一戸建住宅の建設、販売 

(2) 不動産賃貸事業……オフィスビルの賃貸、転貸、管理 

(3) 不動産斡旋事業……不動産仲介、コンサルティング、受託販売 

(4) その他の事業………不動産鑑定、保険代理業、リフォーム事業等 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりである。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)において、本邦以外の

国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)において、海外売上高

がないため該当事項はない。 

  

  
前中間連結 
会計期間 
(百万円) 

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

前連結
会計年度 
(百万円) 

主な内容 

消去又は全社の項目 
に含めた配賦不能営 
業費用の金額 

908 804 1,730
当社本社の事務管理
部門に係る費用であ
る。 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 
 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 613.07円 １株当たり純資産額 601.00円 １株当たり純資産額 572.91円

１株当たり中間純利益 32.60円 １株当たり中間純利益 38.78円 １株当たり当期純利益 66.39円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。 

 同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 1,868 2,222 3,805

普通株主に 
帰属しない金額(百万円) 

― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円) 

1,868 2,222 3,805

普通株式の 
期中平均株式数(千株) 

57,321 57,309 57,317



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   7,814   5,065 7,827   

２ 未収入金   338   230 228   

３ 販売用不動産 ※５ 342   3,914 3,498   

４ 仕掛不動産   20,955   27,296 31,691   

５ 素材不動産   19,965   28,186 27,442   

６ その他   1,992   3,770 2,244   

  流動資産合計     51,409 31.3 68,465 37.7   72,932 39.5

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物 ※2.5 30,932   28,956 29,739   

(2) 土地 ※2.5 71,934   71,005 71,006   

(3) その他   445   428 431   

有形固定資産合計   103,312   62.8 100,390 55.2 101,177   54.8

２ 無形固定資産   1,034   0.6 1,034 0.5 1,034   0.6

３ 投資その他の資産           

(1) 関係会社株式   1,953   1,953 1,953   

(2) 長期保証金   3,147   2,723 3,002   

(3) その他 ※２ 3,902   7,774 4,868   

  貸倒引当金   △275   △502 △466   

投資その他の資産合計   8,728   5.3 11,948 6.6 9,357   5.1

  固定資産合計     113,074 68.7 113,372 62.3   111,568 60.5

  資産合計     164,483 100.0 181,837 100.0   184,501 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   1,602   1,903 17,017   

２ 短期借入金 ※２ 65,282   64,250 64,660   

３ 未払金   829   62 310   

４ 未払法人税等   910   1,172 1,695   

５ 前受金   2,582   2,834 4,360   

６ その他 ※４ 4,930   4,557 5,514   

  流動負債合計     76,136 46.3 74,781 41.1   93,558 50.7

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 37,460   53,040 38,340   

２ 退職給付引当金   1,850   1,756 1,820   

３ 役員退職慰労引当金   90   155 123   

４ 預り保証金敷金 ※２ 12,704   12,490 12,603   

５ その他   791   5,340 5,298   

  固定負債合計     52,898 32.1 72,783 40.1   58,185 31.5

  負債合計     129,034 78.4 147,565 81.2   151,744 82.2

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     12,264 7.5 ― ―   12,264 6.7

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   5,238   ― 5,238   

２ その他資本剰余金   0   ― 0   

  資本剰余金合計     5,238 3.2 ― ―   5,238 2.9

Ⅲ 利益剰余金           

１ 任意積立金   12,000   ― 12,000   

２ 中間(当期)未処分利益   4,134   ― 5,730   

  利益剰余金合計     16,134 9.8 ― ―   17,730 9.6

Ⅳ 土地再評価差額金     1,154 0.7 ― ―   △3,442 △1.9

Ⅴ その他有価証券評価差額金     672 0.4 ― ―   986 0.5

Ⅵ 自己株式     △15 △0.0 ― ―   △20 △0.0

  資本合計     35,449 21.6 ― ―   32,756 17.8

  負債及び資本合計     164,483 100.0 ― ―   184,501 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     ― ― 12,264 6.7   ― ―

２ 資本剰余金           

(1) 資本準備金   ―   5,238 ―   

(2) その他資本剰余金   ―   0 ―   

資本剰余金合計     ― ― 5,239 2.9   ― ―

３ 利益剰余金           

(1) その他利益剰余金           

  別途積立金   ―   15,000 ―   

  繰越利益剰余金   ―   4,460 ―   

  利益剰余金合計     ― ― 19,460 10.7   ― ―

４ 自己株式     ― ― △24 △0.0   ― ―

  株主資本合計     ― ― 36,939 20.3   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金     ― ― 794 0.4   ― ―

２ 繰延ヘッジ損益     ― ― △19 △0.0   ― ―

３ 土地再評価差額金     ― ― △3,442 △1.9   ― ―

  評価・換算差額等合計     ― ― △2,667 △1.5   ― ―

  純資産合計     ― ― 34,272 18.8   ― ―

  負債純資産合計     ― ― 181,837 100.0   ― ―

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 営業収益     32,501 100.0 28,955 100.0   66,974 100.0

Ⅱ 営業原価     26,236 80.7 22,258 76.9   52,804 78.8

営業総利益     6,265 19.3 6,697 23.1   14,170 21.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,932 9.0 2,637 9.1   5,683 8.5

営業利益     3,333 10.3 4,059 14.0   8,486 12.7

Ⅳ 営業外収益     283 0.9 377 1.3   299 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※１   706 2.2 959 3.3   1,642 2.5

   経常利益     2,909 9.0 3,477 12.0   7,142 10.7

Ⅵ 特別利益     21 0.0 10 0.1   23 0.0

Ⅶ 特別損失     44 0.1 56 0.2   1,124 1.7

税引前中間(当期) 
純利益     2,886 8.9 3,432 11.9   6,041 9.0

法人税、住民税 
及び事業税   927   1,186 2,599   

法人税等調整額   156 1,083 3.4 115 1,301 4.5 95 2,695 4.0

中間(当期)純利益     1,803 5.5 2,130 7.4   3,346 5.0

前期繰越利益     2,329 ―   2,329 

土地再評価差額金 
取崩額     1 ―   55 

中間(当期)未処分利益     4,134 ―   5,730 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 資本 

準備金 

その他
資本 
剰余金 

資本
剰余金 
合計 

その他
利益剰余金 利益

剰余金 
合計 別途

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 12,264 5,238 0 5,238 12,000 5,730 17,730 △20 35,213 

中間会計期間中の変動額                   

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― ― △401 △401 ― △401 

 中間純利益 ― ― ― ― ― 2,130 2,130 ― 2,130 

 別途積立金の積立(注) ― ― ― ― 3,000 △3,000 ― ― ― 

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △3 △3 

 自己株式の処分 ― ― 0 0 ― ― ― 0 0 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0 3,000 △1,270 1,729 △3 1,726 

平成18年９月30日残高(百万円) 12,264 5,238 0 5,239 15,000 4,460 19,460 △24 36,939 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金

評価・換算差額等 
合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 986 ― △3,442 △2,456 32,756 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― △401 

 中間純利益 ― ― ― ― 2,130 

 別途積立金の積立(注) ― ― ― ― ― 

 自己株式の取得 ― ― ― ― △3 

 自己株式の処分 ― ― ― ― 0 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △191 △19 ― △211 △211 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △191 △19 ― △211 1,515 

平成18年９月30日残高(百万円) 794 △19 △3,442 △2,667 34,272 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  販売用不動産 

  …個別法による原価法 

  仕掛不動産 

  …個別法による原価法 

  素材不動産 

  …個別法による原価法 

不動産のうち工期が３年以

上にわたり、かつ総事業費

100億円以上の開発物件に

限り、工事着工時より工事

完成時までの借入金利息を

取得原価に計上することと

している。 

ただし、当中間会計期間に

おいて対象となる不動産は

ない。 

(1) たな卸資産 

  販売用不動産 

   同左 

  仕掛不動産 

   同左 

  素材不動産 

   同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1) たな卸資産 

  販売用不動産 

   同左 

  仕掛不動産 

   同左 

  素材不動産 

   同左 

不動産のうち工期が３年以

上にわたり、かつ総事業費

100億円以上の開発物件に

限り、工事着工時より工事

完成時までの借入金利息を

取得原価に計上することと

している。 

ただし、当事業年度におい

て対象となる不動産はな

い。 

  (2) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

  …償却原価法(定額法) 

  子会社株式及び関連会

社株式 

  …移動平均法による原

価法 

  その他有価証券 

   (時価のあるもの) 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

   (時価のないもの) 

   …移動平均法による

原価法 

(2) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   同左 

  

  その他有価証券 

   (時価のあるもの) 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

   (時価のないもの) 

   同左 

(2) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   同左 

  

  その他有価証券 

   (時価のあるもの) 

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

   (時価のないもの) 

   同左 

  (3) デリバティブ 

  時価法 

(3) デリバティブ 

   同左 

(3) デリバティブ 

   同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定額法 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

いる。 

(1) 有形固定資産 

   同左 

(1) 有形固定資産 

   同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっている。 

(2) 無形固定資産 

   同左 

    

(2) 無形固定資産 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

  

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上してい

る。 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上している。数

理計算上の差異は、各

事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定率

法により、それぞれ発

生の翌事業年度から費

用処理することとして

いる。 

(2) 退職給付引当金 

   同左 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してい

る。数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)によ

る定率法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度

から費用処理すること

としている。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、内

規に基づく中間期末要

支給額を計上してい

る。 

(3) 役員退職慰労引当金 

   同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、内

規に基づく期末要支給

額を計上している。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。 

   同左    同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理を採用

している。なお、特例
処理の要件を満たして
いる金利スワップ取引
は特例処理を採用して
いる。 

(1) ヘッジ会計の方法 
   同左 

(1) ヘッジ会計の方法 
   同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

  金利変動リスクにさら

されている借入金のリ

スクを回避する目的で

金利スワップを用いて

いる。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

   同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

   同左 

  (3) ヘッジ方針 

  リスク管理方針に関す

る内部規程に基づき、

金利変動リスクを回避

する目的及び金融費用

を低減する目的に限り

デリバティブ取引を利

用している。 

(3) ヘッジ方針 

   同左 

(3) ヘッジ方針 
   同左 

  (4) ヘッジの有効性評価の

方法 

  ヘッジ手段とヘッジ対

象の時価変動額比率に

よって有効性を評価

し、６ヶ月毎に有効性

の検証を実施してい

る。 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

   同左 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

   同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っている。また、当中間

会計期間の負担すべき消

費税等は、期間費用に計

上している。なお、固定

資産に係る控除対象外の

長期前払消費税等は、５

年間で均等償却を行って

いる。 

消費税等の会計処理 

   同左 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っている。また、当事業

年度の負担すべき消費税

等は、期間費用に計上し

ている。なお、固定資産

に係る控除対象外の長期

前払消費税等は、５年間

で均等償却を行ってい

る。 



会計方針の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 企業

会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日)を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は34,291百万円である。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部は、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

している。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

17,695百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

19,262百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

18,471百万円 

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであ

る。 

 (1) 担保に供している資産 

百万円 

 建物 9,217

 土地 15,880

 計 25,097

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであ

る。 

 (1) 担保に供している資産 

百万円 

 建物 8,662

 土地 15,880

 計 24,542

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであ

る。 

 (1) 担保に供している資産 

百万円 

 建物 8,942 

 土地 15,880 

 計 24,822 

 (2) 担保付債務 

百万円 

短期借入金 112

 長期借入金 600

預り保証金敷金 416

 計 1,128

 (2) 担保付債務 

百万円 

短期借入金 112

 長期借入金 488

預り保証金敷金 416

 計 1,016

 (2) 担保付債務 

百万円 

短期借入金 112 

 長期借入金 544 

預り保証金敷金 416 

 計 1,072 

(3) 上記のほか宅地建物取引営業

保証金供託等のため投資有価

証券70百万円を担保として差

入れている。 

(3) 上記のほか宅地建物取引営業

保証金供託等のため投資有価

証券70百万円を担保として差

入れている。 

(3) 上記のほか宅地建物取引営業

保証金供託等として投資有価

証券70百万円を担保として差

入れている。 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

当社販売の分譲地・マンショ

ン購入者及び従業員の債務保

証を次のとおり行っている。 

  

百万円 

(1) 住宅ローン保証 109

(2) 従業員住宅購入 
  資金 

62

(3) 従業員一般ローン 
  保証 

127

 計 299

 ３ 偶発債務 

保証債務 

当社販売の分譲地・マンショ

ン購入者及び従業員の債務保

証を次のとおり行っている。 

  

百万円 

(1) 住宅ローン保証 95

(2) 従業員住宅購入
  資金 

37

(3) 従業員一般ローン
  保証 

113

 計 247

 ３ 偶発債務 

保証債務 

当社販売の分譲地・マンショ

ン購入者及び従業員の債務保

証を次のとおり行っている。 

  

百万円 

(1) 住宅ローン保証 105

(2) 従業員住宅購入 
  資金 

48

(3) 従業員一般ローン 
  保証 

122

 計 276

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

いる。 

※４ 消費税等の取扱い 

    同左 

※４    ――――― 

※５    ――――― ※５    ――――― ※５ 固定資産からたな卸不動産へ

の振替 

   当事業年度において固定資産

から建物358百万円、土地518

百万円を販売用不動産へ振替

えている。 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外費用の主要項目 

支払利息 702百万円

※１ 営業外費用の主要項目 

支払利息 827百万円

※１ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,434百万円

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 824百万円

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 806百万円

 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,655百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取りによる増加  5,355株 

  減少数の内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買増請求による減少  975株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 58,820 5,355 975 63,200 



(リース取引関係) 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

  

取得価額 
  

相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他 

61 25 36

 合計 61 25 36

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
同左 

  

取得価額
  

相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他 

59 30 28

 合計 59 30 28

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

取得価額 
  

相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定
資産 
その他 

54 23 30 

合計 54 23 30 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

 １年内 14百万円

 １年超 21百万円

 合計 36百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

 １年内 14百万円

 １年超 14百万円

 合計 28百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

 １年内 13百万円

 １年超 17百万円

 合計 30百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(1) 借主側 

未経過リース料 

(2) 貸主側 

未経過リース料 

 １年内 1,056百万円

 １年超 5,259百万円

 合計 6,316百万円

 １年内 725百万円

 １年超 6,969百万円

 合計 7,695百万円

２ オペレーティング・リース取引 

(1) 借主側 

未経過リース料 

(2) 貸主側 

未経過リース料 

 １年内 783百万円

 １年超 4,592百万円

 合計 5,375百万円

 １年内 752百万円

 １年超 6,448百万円

 合計 7,201百万円

２ オペレーティング・リース取引 

(1) 借主側 

未経過リース料 

(2) 貸主側 

未経過リース料 

 １年内 904百万円

 １年超 4,984百万円

 合計 5,888百万円

 １年内 714百万円

 １年超 6,612百万円

 合計 7,327百万円

  (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ている。 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ている。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至

平成18年９月30日)及び前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)のいずれにおいても子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 618.46円 １株当たり純資産額 598.05円 １株当たり純資産額 571.56円

１株当たり中間純利益 31.47円 １株当たり中間純利益 37.18円 １株当たり当期純利益 58.38円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。 

 同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 1,803 2,130 3,346

普通株主に 
帰属しない金額(百万円) 

― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円) 

1,803 2,130 3,346

普通株式の 
期中平均株式数(千株) 

57,321 57,309 57,317



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
およびその添付書類 

事業年度 
(第66期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  平成18年６月23日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月14日

有楽土地株式会社 

取締役社長 城 﨑 啓一郎 殿 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている有楽土

地株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、有楽土地株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中  里  猛  志  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  原  田     一  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管している。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月13日

有楽土地株式会社 

取締役社長 城 﨑 啓一郎 殿 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている有楽土

地株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、有楽土地株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中  里  猛  志  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  原  田     一  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管している。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月14日

有楽土地株式会社 

取締役社長 城 﨑 啓一郎 殿 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている有楽土

地株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、有楽土地株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中  里  猛  志  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  原  田     一  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管している。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月13日

有楽土地株式会社 

取締役社長 城 﨑 啓一郎 殿 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている有楽土

地株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第67期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、有楽土地株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中  里  猛  志  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  原  田     一  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期

報告書提出会社)が別途保管している。 
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